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１．地方公会計の概要 

（１）新地方公会計制度導入の目的 

地方公共団体の会計制度は、地方自治法等により、その調整方法や処理方法が規定されて

います。これらは、民間企業で採用されている「発生主義会計」に対して、「現金主義会計」

と呼ばれ、現金の収入と支出の記録に重点を置いたものとなっています。 

しかし、現金主義会計だけでは、地方公共団体の資産や債務の実態をつかみにくいことか

ら、発生主義的な考え方を取り入れた決算資料の作成が求められていました。 

 

■地方公会計の目的 

○「発生主義・複式簿記」といった企業会計的要素を取り込むことにより、資産・負債な

どのストック情報が把握できる。 

○現金主義の会計制度では見えにくいコストを把握し、自治体の財政状況等をわかりや

すく開示できる。 

○資産・債務の適正管理や有効活用といった、中・長期的な視点に立った自治体経営の

強化が可能になる。 

 

（２）官庁会計と新地方公会計制度の違い 

地方公共団体の会計は、単式簿記・現金主義によるもので、「現金」という 1 つの科目の

収支のみを記録するものですが、一方、新地方公会計制度による財務書類では、現金の収支

に関わらず、1つの取引について、それを原因と結果の両方からとらえ、二面的に記録する

ことにより、資産の動きや行政サービスの提供に必要なコストを把握することができるよう

になります。 

 

（３）民間の企業会計と公会計の違い 

新地方公会計制度は、民間企業の会計手法を取り入れたものですが、地方公共団体と民間

企業とは会計制度の目的が異なります。民間企業の目的は利益獲得であるため、例えば損益

計算書は、対応する収益とコストを差し引いて適切に期間損益を計算し、企業経営に資する

ことを目的としています。 

これに対し、地方公共団体は利益の獲得を目的としませんので、経常行政コストと経常収

支の差引きで表される純経常行政コストは、利益の概念ではなく、地方税や地方交付税など

の一般財源や資産の売却などで賄うべきコストを示すことになります。 
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（４）統一的な基準による財務書類の概要 

統一的な基準による財務書類の概要は以下のとおりです。（企業会計の書類を括弧書きし

ています。） 

○【貸借対照表】（貸借対照表） →略称：ＢＳ（Balance Sheet） 

・基準日（年度末）時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を表示

したもの 

○【行政コスト計算書】（損益計算書） →略称：ＰＬ（Profit and Loss statement） 

・一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの 

→現金収支を伴わない減価償却費等も費用として計上 

○【純資産変動計算書】（株主資本等変動計算書） →略称：ＮＷ（Net Worth statement） 

・一会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動を表示したもの 

○【資金収支計算書】（キャッシュ・フロー計算書） →略称：ＣＦ（Cash Flow statement） 

・一会計期間中の現金の受払いを３つの区分で表示したもの 

 

■決算書体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決 
 

 

算 
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種  類 目  的 役  割 

② 行政コスト 

計算書 

① 貸借対照表 

費用・収益の取引高

を明らかにする 

財政状態を明らかに

する 

一会計期間における「経常費

用」、「経常収益」、「臨時損失」、「臨

時利益」を表示する 

資金の調達源泉（負債・純資産）

とその資金の運用状況（資産）を

一表に要約表示する 

③ 純資産変動 

計算書 

純資産の変動を明ら

かにする 

一会計期間における政策形成上

の純資産及びその内部構成の変

動を表示する 

④ 資金収支 

計算書 

資金利用状況、資金

獲得能力を明らかに

する 

一会計期間における業務活動、投

資活動、財務活動の収支状況を表

示する 
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（5）財務書類の内容 

①財務書類の作成範囲 

財務書類の作成の範囲は以下の通りとなります。 

 

財務書類名称 対象会計範囲 

一般会計等財務書類 
一般会計 

財政健全化法において対象としている範囲 

全体財務書類 
一般会計等財務書類 

特別会計（一般会計等に含まない会計） 

連結財務書類 

全体財務書類 

一部事務組合 

広域連合 

地方公社 

第三セクター 

 

すべての自治体において、一般会計等財務書類、全体財務書類、連結財務書類の 3種類が

公表されることになります。多摩ニュータウン環境組合においては下記の財務書類範囲に伴

い、作成しております。 

■多摩ニュータウン環境組合における財務書類の範囲 

 

 

一般会計一般会計等

東京都市町村職員退職手当組合
連結会計
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②財務書類の種類 

【財務書類の体系（４表）】と附属明細表で構成されます。 

 

■財務書類４表構成の相互関係 

 
 

○貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本

年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。  

○貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純

資産変動計算書の期末残高と対応します。  

○行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

 

  

行政コスト 純資産変動 資金収支

計算書 計算書 計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

うち

現金

預金 臨時損失 財源 財務活動収支

固定資産等

の変動

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

投資活動収支

臨時利益 前年度末残高

 +本年度末歳計外現金

貸借対照表

経常収益 純行政コスト
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２．令和 6 年度 多摩ニュータウン環境組合財務書類 実数分析 

（１）貸借対照表 

貸借対照表とは、基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高および内訳）

を表示したものです。 

 

■貸借対照表（Ｂ／Ｓ）の概略図 

 

資産の部（これまで形成した資産） 負債の部（将来世代が負担する金額） 

固
定
資
産 

(1) 事業用資産 

庁舎、学校、保育所、体育館、公営住宅、

地区集会所など 固
定
負
債 

(1) 地方債 

国や金融機関からの借入金 

(2) インフラ資産 

道路、公園、橋梁、上下水道など 

(2) 退職手当引当金 

将来見込まれる退職金額 

(3)物品 

車両など 

(3) その他の固定負債 

長期未払金、損失補償等引当金など 

(4)投資その他の資産 

基金、有価証券、出資金など 流
動
負
債 

(1) 賞与等引当金 

翌年度夏期賞与の当年度負担額 

流
動
資
産 

(1) 現金預金 

現金、預金 

(2) その他の流動負債 

翌年度償還予定の地方債、預り金など 

(2) 基金、未収金など 

財政調整基金、未収金など 

純資産の部（現在までの世代が負担した金額） 

純資産 

 

資産は多摩ニュータウン環境組合がこれまでに住民サービス提供のために形成し、今後も

住民サービス提供のために利用される財産です。 

財産形成に係る財源が地方債等であれば負債に、市町村税や国・県の補助金等であれば純

資産に計上されます。 

 

具体的には以下の通りです。 

（１）資産 

学校、道路など将来の世代に引継ぐ社会資本や、基金など将来現金化が可能な財産 

（２）負債 

地方債や退職給付引当金など将来の世代の負担となるもの 

（３）純資産 

過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてよい財源 
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① 令和 6 年度貸借対照表                （単位:千円） 

 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

これまでに一般会計等においては約 64 億 80 百万円の資産を形成してきました。そのう

ち、純資産である約 64 億 62 百万円（99.7％）については、過去の世代や国・県の負担で既

に支払いが済んでおり、負債である約 18 百万円（0.3％）については、将来の世代が負担し

ていくことになります。

科目 一般会計等 連結会計 科目 一般会計等 連結会計

【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 5,898,959 5,986,114   固定負債 - 87,155
    有形固定資産 5,465,412 5,465,412     地方債等 - -
      事業用資産 5,457,077 5,457,077     長期未払金 - -
        土地 1,772,330 1,772,330     退職手当引当金 - 87,155
        立木竹 - -     損失補償等引当金 - -
        建物 9,941,466 9,941,466     その他 - -
        建物減価償却累計額 △7,049,040 △7,049,040   流動負債 17,649 17,649
        工作物 21,709,086 21,709,086     １年内償還予定地方債等 - -
        工作物減価償却累計額 △20,916,765 △20,916,765     未払金 - -
        船舶 - -     未払費用 - -
        船舶減価償却累計額 - -     前受金 - -
        浮標等 - -     前受収益 - -
        浮標等減価償却累計額 - -     賞与等引当金 17,330 17,330
        航空機 - -     預り金 319 319
        航空機減価償却累計額 - -     その他 - -
        その他 - - 負債合計 17,649 104,804
        その他減価償却累計額 - - 【純資産の部】
        建設仮勘定 - -   固定資産等形成分 6,445,144 6,532,299
      インフラ資産 - -   余剰分（不足分） 16,987 △70,168
        土地 - -   他団体出資等分 - -
        建物 - - 純資産合計 6,462,131 6,462,131
        建物減価償却累計額 - -
        工作物 - -
        工作物減価償却累計額 - -
        その他 - -
        その他減価償却累計額 - -
        建設仮勘定 - -
      物品 22,330 22,330
      物品減価償却累計額 △13,995 △13,995
    無形固定資産 - -
      ソフトウェア - -
      その他 - -
    投資その他の資産 433,548 520,703
      投資及び出資金 - -
        有価証券 - -
        出資金 - -
        その他 - -
      投資損失引当金 - -
      長期延滞債権 - -
      長期貸付金 - -
      基金 433,548 520,703
        減債基金 - -
        その他 433,548 520,703
　　 その他 - -
      徴収不能引当金 - -
  流動資産 580,821 580,821
    現金預金 34,636 34,636
      資金 34,317 34,317
      歳計外現金 319 319
    未収金 - -
    短期貸付金 - -
    基金 546,185 546,185
      財政調整基金 546,185 546,185
      減債基金 - -
    棚卸資産 - -
    その他 - -
    徴収不能引当金 - -
  繰延資産 - -
資産合計 6,479,780 6,566,935 負債及び純資産合計 6,479,780 6,566,935

借方 貸方



 

7 
 

②貸借対照表前年対比                  （単位:千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。  

令和5年度 令和6年度 前年比 令和5年度 令和6年度 前年比

【資産の部】
  固定資産 6,094,817 5,898,959 △3.2% 6,141,410 5,986,114 △2.5%
    有形固定資産 5,431,713 5,465,412 0.6% 5,431,713 5,465,412 0.6%
      事業用資産 5,420,810 5,457,077 0.7% 5,420,810 5,457,077 0.7%
        土地 1,772,330 1,772,330 0.0% 1,772,330 1,772,330 0.0%
        立木竹 - - - - - -
        建物 9,941,466 9,941,466 0.0% 9,941,466 9,941,466 0.0%
        建物減価償却累計額 △6,784,926 △7,049,040 3.9% △6,784,926 △7,049,040 3.9%
        工作物 21,367,976 21,709,086 1.6% 21,367,976 21,709,086 1.6%
        工作物減価償却累計額 △20,876,036 △20,916,765 0.2% △20,876,036 △20,916,765 0.2%
        船舶 - - - - - -
        船舶減価償却累計額 - - - - - -
        浮標等 - - - - - -
        浮標等減価償却累計額 - - - - - -
        航空機 - - - - - -
        航空機減価償却累計額 - - - - - -
        その他 - - - - - -
        その他減価償却累計額 - - - - - -
        建設仮勘定 - - - - - -
      インフラ資産 - - - - - -
        土地 - - - - - -
        建物 - - - - - -
        建物減価償却累計額 - - - - - -
        工作物 - - - - - -
        工作物減価償却累計額 - - - - - -
        その他 - - - - - -
        その他減価償却累計額 - - - - - -
        建設仮勘定 - - - - - -
      物品 22,330 22,330 0.0% 22,330 22,330 0.0%
      物品減価償却累計額 △11,427 △13,995 22.5% △11,427 △13,995 22.5%
    無形固定資産 - - - - - -
      ソフトウェア - - - - - -
      その他 - - - - - -
    投資その他の資産 663,104 433,548 △34.6% 709,697 520,703 △26.6%
      投資及び出資金 - - - - - -
        有価証券 - - - - - -
        出資金 - - - - - -
        その他 - - - - - -
      投資損失引当金 - - - - - -
      長期延滞債権 - - - - - -
      長期貸付金 - - - - - -
      基金 663,104 433,548 △34.6% 709,697 520,703 △26.6%
        減債基金 - - - - - -
        その他 663,104 433,548 △34.6% 709,697 520,703 △26.6%
　　 その他 - - - - - -
      徴収不能引当金 - - - - - -
  流動資産 708,149 580,821 △18.0% 708,149 580,821 △18.0%
    現金預金 74,750 34,636 △53.7% 74,750 34,636 △53.7%
      資金 72,214 34,317 △52.5% 72,214 34,317 △52.5%
      歳計外現金 2,535 319 △87.4% 2,535 319 △87.4%
    未収金 - - - - - -
    短期貸付金 - - - - - -
    基金 633,399 546,185 △13.8% 633,399 546,185 △13.8%
      財政調整基金 633,399 546,185 △13.8% 633,399 546,185 △13.8%
      減債基金 - - - - - -
    棚卸資産 - - - - - -
    その他 - - - - - -
    徴収不能引当金 - - - - - -
  繰延資産 - - - - - -
資産合計 6,802,966 6,479,780 △4.8% 6,849,558 6,566,935 △4.1%

連結会計
科目

一般会計等
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※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

前年度と比較すると、一般会計等において資産は約 3億 23 百万円（4.8％）の減少、純資

産は約 3億 23 百万円（4.8％）の減少、負債は約 41 万円（2.3％）の減少となりました。 

 

資産減少の主な要因は、後述の資金収支計算書／基金積立金支出が約 1 億 24 百万円に対

し、資金収支計算書／基金取崩収入が約 4億 3百万円と、基金の積立額より基金の取崩額が

約 2 億 79 百万円上回っていることによるものです。 

 

負債減少の主な要因は、貸借対照表の資産の部／歳計外現金が負債の部／預り金と対応し

ており、歳計外現金が昨年度と比較し約 2百万減少したことによるものです。 

 

純資産減少の主な要因は、後述の純資産変動計算書の純行政コストが約 16 億 93 百万円に

対し、負担金による税収等及び国県等補助金による財源が約 13 億 91 百万円と財源が純行政

コストを約 2億 85 百万円下回っているためです。 

  

令和5年度 令和6年度 前年比 令和5年度 令和6年度 前年比

【負債の部】
  固定負債 - - - 46,592 87,155 87.1%
    地方債等 - - - - - -
    長期未払金 - - - - - -
    退職手当引当金 - - - 46,592 87,155 87.1%
    損失補償等引当金 - - - - - -
    その他 - - - - - -
  流動負債 18,066 17,649 △2.3% 18,066 17,649 △2.3%
    １年内償還予定地方債等 - - - - - -
    未払金 - - - - - -
    未払費用 - - - - - -
    前受金 - - - - - -
    前受収益 - - - - - -
    賞与等引当金 15,531 17,330 11.6% 15,531 17,330 11.6%
    預り金 2,535 319 △87.4% 2,535 319 △87.4%
    その他 - - - - - -
負債合計 18,066 17,649 △2.3% 64,658 104,804 62.1%
【純資産の部】 - - -
  固定資産等形成分 6,728,216 6,445,144 △4.2% 6,774,809 6,532,299 △3.6%
  余剰分（不足分） 56,684 16,987 △70.0% 10,091 △70,168 △795.3%
  他団体出資等分 - - - - - -
純資産合計 6,784,900 6,462,131 △4.8% 6,784,900 6,462,131 △4.8%

一般会計等 連結会計
科目
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（２）行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみの収集にかか

る経費など、資産形成につながらない行政コストを業務費用として①人件費、②物件費等、

③その他の業務費用、④移転費用に区分して表示したものです。 

行政コスト計算書は、企業会計でいう損益計算書にあたるものです。ただし、公会計でい

う行政コスト計算書は、損益をみることが目的ではなく、住民が受ける行政サービスのコス

ト（原価）計算に重点が置かれています。 

例えば、官庁会計の歳入歳出決算書では、資産形成に関わる支出も単年度の行政サービス

に関わる支出も、すべてその年度の歳入歳出を対象として収支を計算します。 

一方で、地方公会計では、普通建設事業費や地方債償還費は資産・負債の増加や減少であ

り、費用の発生ではないので、行政コスト計算書には計上されません。また、歳入歳出決算

書では計上されない減価償却費や退職手当引当金繰入等は、地方公会計では、期間損益の観

点から、費用の発生として行政コスト計算書に計上されます。 

経常費用を経常収益から差引いた純経常行政コストは、行政サービス提供にかかったコス

トから利用者の負担を差引いた純粋なコストを示します。 

 

◆費用 ：行政サービス提供のために費やしたもの 

 

①人件費 

職員給与や議員報酬、退職給付費用（当該年度に退職手当引当金として新たに繰り入れた

額）など 

 

②物件費等 

備品や消耗品、施設等の維持補修にかかる経費や減価償却費（社会資本の経年劣化等に伴

う減少額）など 

 

③その他の業務費用 

支払利息、徴収不能引当金繰入額、市町村債償還の利子など 

 

④移転費用 

他会計への支出額、補助金等、社会保障給付、他団体への資産整備補助金など 

 

◆収益 ：直接サービス提供により住民等がその対価として支払い、自治体が得られるもの 
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➀令和 6 年度行政コスト計算書            （単位:千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

令和6年度の経常費用は一般会計等で約19億07百万円となっています。一方、行政サービ

ス利用に対する対価として住民の皆さんが負担する使用料や手数料などの経常収益は一般

会計等で約2億14百万円となっています。経常費用から経常収益を引いた純経常行政コスト

は一般会計等で約16億93百万円、臨時損益を加えた純行政コストは約16億93百万円となっ

ています。 

科目 一般会計等 連結会計

  経常費用 1,907,303 1,907,303

    業務費用 1,902,943 1,902,943

      人件費 212,346 212,346

        職員給与費 188,768 148,205

        賞与等引当金繰入額 17,330 17,330

        退職手当引当金繰入額 - 40,563

        その他 6,249 6,249

      物件費等 1,688,757 1,688,757

        物件費 1,088,934 1,088,934

        維持補修費 292,411 292,411

        減価償却費 307,411 307,411

        その他 - -

      その他の業務費用 1,840 1,840

        支払利息 - -

        徴収不能引当金繰入額 - -

        その他 1,840 1,840

    移転費用 4,360 4,360

      補助金等 4,360 4,360

      社会保障給付 - -

      他会計への繰出金 - -

      その他 - -

  経常収益 214,286 214,286

    使用料及び手数料 121 121

    その他 214,166 214,166

純経常行政コスト 1,693,017 1,693,017

  臨時損失 - -

    災害復旧事業費 - -

    資産除売却損 - -

    投資損失引当金繰入額 - -

    損失補償等引当金繰入額 - -

    その他 - -

  臨時利益 - -

    資産売却益 - -

    その他 - -

純行政コスト 1,693,017 1,693,017
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② 行政コスト計算書 前年対比                （単位:千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

前年度と比較すると、経常費用は一般会計等で約 96 百万円（5.3％）の増加となっていま

す。 

一方、他団体ごみ処理費、鉄くず等売却代、売電収入などの使用料や手数料などの経常収

益は一般会計等で約 87 百万円の減少（28.9％）となり、経常費用から経常収益を引いた純

経常行政コストは一般会計等で約 1 億 83 百万円（12.1％）の増加、臨時損益を加えた純行

政コストは約 1億 2 百万円（6.4％）の増加となっています。  

令和5年度 令和6年度 前年比 令和5年度 令和6年度 前年比

  経常費用 1,811,144 1,907,303 5.3% 1,811,144 1,907,303 5.3%

    業務費用 1,808,465 1,902,943 5.2% 1,808,465 1,902,943 5.2%

      人件費 194,196 212,346 9.3% 194,196 212,346 9.3%

        職員給与費 172,520 188,768 9.4% 172,520 148,205 △14.1%

        賞与等引当金繰入額 15,531 17,330 11.6% 15,531 17,330 11.6%

        退職手当引当金繰入額 - - - - 40,563 -

        その他 6,145 6,249 1.7% 6,145 6,249 1.7%

      物件費等 1,612,472 1,688,757 4.7% 1,612,472 1,688,757 4.7%

        物件費 881,552 1,088,934 23.5% 881,552 1,088,934 23.5%

        維持補修費 426,010 292,411 △31.4% 426,010 292,411 △31.4%

        減価償却費 304,909 307,411 0.8% 304,909 307,411 0.8%

        その他 - - - - - -

      その他の業務費用 1,797 1,840 2.4% 1,797 1,840 2.4%

        支払利息 - - - - - -

        徴収不能引当金繰入額 - - - - - -

        その他 1,797 1,840 2.4% 1,797 1,840 2.4%

    移転費用 2,679 4,360 62.7% 2,679 4,360 62.7%

      補助金等 2,679 4,360 62.7% 2,679 4,360 62.7%

      社会保障給付 - - - - - -

      他会計への繰出金 - - - - - -

      その他 - - - - - -

  経常収益 301,367 214,286 △28.9% 301,367 214,286 △28.9%

    使用料及び手数料 175 121 △30.9% 175 121 △30.9%

    その他 301,193 214,166 △28.9% 301,193 214,166 △28.9%

純経常行政コスト 1,509,776 1,693,017 12.1% 1,509,776 1,693,017 12.1%

  臨時損失 81,058 - - 81,058 - -

    災害復旧事業費 81,058 - - 81,058 - -

    資産除売却損 - - - - - -

    投資損失引当金繰入額 - - - - - -

    損失補償等引当金繰入額 - - - - - -

    その他 - - - - - -

  臨時利益 38 - - 38 - -

    資産売却益 38 - - 38 - -

    その他 - - - - - -

純行政コスト 1,590,796 1,693,017 6.4% 1,590,796 1,693,017 6.4%

連結会計一般会計等
科目
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（３）純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、地方公会計制度では純資産の変動を示すものと定義しています。純

資産の変動とは、政策形成上の意思決定またはその他の事象による純資産及びその内部構成

の変動としています。 

純資産の減少は、現役世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益を

享受する一方で、将来世代にその分の負担が先送りされたことを意味します。逆に純資産の

増加は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味す

るので、その分、将来世代の負担は軽減されたこととなります。 

このような観点から、純資産の増減が、企業会計における利益及び損失の増減を示すもの

とも言い換えることができます。 

 

（１） 余剰分の計算 

 

①純行政コスト 

行政コスト計算書の純行政コストと一致。 

 

②財源 

財源をどのような収入（税収等、国庫補助金）で調達したかを表します。 

 

（２） 固定資産形成分 

財源を将来世代も利用可能な固定資産、貸付金や基金等にどの程度使ったかを表します。 

 

①固定資産等の変動 

当該年度に学校、道路などの社会資本を取得した額と過去に取得した社会資本の経年劣化

等に伴う減少額を表します。基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度における増

加と減少を表します。 

 

②資産評価差額 

有価証券等の評価差額を表します。 

 

③無償所管換等 

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等を表します。 
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① 令和 6 年度純資産変動計算書     （簡易表示、単位:千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

令和6年度は、本年度末純資産残高が一般会計等において、約64億62百万円となっていま

す。 

 

② 純資産変動計算書 前年対比              （単位:千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

前年度と比較すると、一般会計等では本年度末純資産残高が約3億23百万円（4.9％）の

減少となっています。 

 

科目 一般会計等 連結会計

前年度末純資産残高 6,784,900 6,784,900

  純行政コスト（△） △1,693,017 △1,693,017

  財源 1,390,595 1,390,595

    税収等 1,390,595 1,390,595

    国県等補助金 - -

  本年度差額 △302,422 △302,422

  固定資産等の変動（内部変動） - -

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - -

  その他 △20,347 △20,347

  本年度純資産変動額 △322,769 △322,769

本年度末純資産残高 6,462,131 6,462,131

令和5年度 令和6年度 前年比 令和5年度 令和6年度 前年比

前年度末純資産残高 7,280,557 6,784,900 △6.8% 7,280,557 6,784,900 △6.8%

  純行政コスト（△） △1,590,796 △1,693,017 6.4% △1,590,796 △1,693,017 6.4%

  財源 1,095,139 1,390,595 27.0% 1,095,139 1,390,595 27.0%

    税収等 1,095,139 1,390,595 27.0% 1,095,139 1,390,595 27.0%

    国県等補助金 - - - - - -

  本年度差額 △495,657 △302,422 △39.0% △495,657 △302,422 △39.0%

  固定資産等の変動（内部変動） - - - - - -

  資産評価差額 - - - - - -

  無償所管換等 - - - - - -

  他団体出資等分の増加 - - - - - -

  他団体出資等分の減少 - - - - - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - - - -

  その他 - △20,347 - - △20,347 -

  本年度純資産変動額 △495,657 △322,769 △34.9% △495,657 △322,769 △34.9%

本年度末純資産残高 6,784,900 6,462,131 △4.8% 6,784,900 6,462,131 △4.8%

一般会計等
科目

連結会計
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（４）資金収支計算書 

資金収支計算書は、地方公会計制度では、資金収支の状態をみるものと定義しています。

資金収支の状態とは、自治体の内部者（首長、議会、補助機関等）の活動による資金の期中

取引高を意味します。資金収支の状態は、地方公共団体の資金利用状況及び資金獲得能力を

評価する上で有用な財務情報としています。 

 

① 業務活動収支：行政サービスを行なう中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの 

② 投資活動収支：学校、公園、道路などの資産形成や投資、基金などの収入、支出など 

③ 財務活動収支：公債、借入金などの収入、支出など 

 

① 令和 6 年度資金収支計算書       （簡易表示、単位:千円） 

 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

令和6年度の資金収支計算書を見ると、本年度資金収支額は一般会計等で約38百万円の減

少となり、資金残高は約34百万円になりました。 

 

 

科目 一般会計等 連結会計

【業務活動収支】

  業務支出 1,580,763 1,580,763

    業務費用支出 1,576,403 1,576,403

    移転費用支出 4,360 4,360

  業務収入 1,604,881 1,604,881

  臨時支出 - -

  臨時収入 - -

業務活動収支 24,118 24,118

【投資活動収支】

  投資活動支出 465,425 465,425

  投資活動収入 403,410 403,410

投資活動収支 △62,015 △62,015

【財務活動収支】

  財務活動支出 - -

  財務活動収入 - -

財務活動収支 - -

本年度資金収支額 △37,898 △37,898

前年度末資金残高 72,214 72,214

比例連結割合変更に伴う差額 - -

本年度末資金残高 34,317 34,317
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② 資金収支計算書          （全体表示、単位:千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

科目 一般会計等 連結会計

【業務活動収支】

  業務支出 1,580,763 1,580,763

    業務費用支出 1,576,403 1,576,403

      人件費支出 193,217 193,217

      物件費等支出 1,381,346 1,381,346

      支払利息支出 - -

      その他の支出 1,840 1,840

    移転費用支出 4,360 4,360

      補助金等支出 4,360 4,360

      社会保障給付支出 - -

      他会計への繰出支出 - -

      その他の支出 - -

  業務収入 1,604,881 1,604,881

    税収等収入 1,390,595 1,390,595

    国県等補助金収入 - -

    使用料及び手数料収入 121 121

    その他の収入 214,166 214,166

  臨時支出 - -

    災害復旧事業費支出 - -

    その他の支出 - -

  臨時収入 - -

業務活動収支 24,118 24,118

【投資活動収支】

  投資活動支出 465,425 465,425

    公共施設等整備費支出 341,110 341,110

    基金積立金支出 124,315 124,315

    投資及び出資金支出 - -

    貸付金支出 - -

    その他の支出 - -

  投資活動収入 403,410 403,410

    国県等補助金収入 - -

    基金取崩収入 403,410 403,410

    貸付金元金回収収入 - -

    資産売却収入 - -

    その他の収入 - -

投資活動収支 △62,015 △62,015

【財務活動収支】

  財務活動支出 - -

    地方債等償還支出 - -

    その他の支出 - -

  財務活動収入 - -

    地方債等発行収入 - -

    その他の収入 - -

財務活動収支 - -

本年度資金収支額 △37,898 △37,898

前年度末資金残高 72,214 72,214

比例連結割合変更に伴う差額 - -

本年度末資金残高 34,317 34,317

前年度末歳計外現金残高 2,535 2,535

本年度歳計外現金増減額 △2,216 △2,216

本年度末歳計外現金残高 319 319

本年度末現金預金残高 34,636 34,636
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③  資金収支計算書 前年対比              （単位:千円） 

 
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

 

令和5年度 令和6年度 前年比 令和5年度 令和6年度 前年比

【業務活動収支】

  業務支出 1,503,416 1,580,763 5.1% 1,503,416 1,580,763 5.1%

    業務費用支出 1,500,737 1,576,403 5.0% 1,500,737 1,576,403 5.0%

      人件費支出 191,378 193,217 1.0% 191,378 193,217 1.0%

      物件費等支出 1,307,562 1,381,346 5.6% 1,307,562 1,381,346 5.6%

      支払利息支出 - - - - - -

      その他の支出 1,797 1,840 2.4% 1,797 1,840 2.4%

    移転費用支出 2,679 4,360 62.7% 2,679 4,360 62.7%

      補助金等支出 2,679 4,360 62.7% 2,679 4,360 62.7%

      社会保障給付支出 - - - - - -

      他会計への繰出支出 - - - - - -

      その他の支出 - - - - - -

  業務収入 1,396,506 1,604,881 14.9% 1,396,506 1,604,881 14.9%

    税収等収入 1,095,139 1,390,595 27.0% 1,095,139 1,390,595 27.0%

    国県等補助金収入 - - - - - -

    使用料及び手数料収入 175 121 △30.9% 175 121 △30.9%

    その他の収入 301,193 214,166 △28.9% 301,193 214,166 △28.9%

  臨時支出 81,058 - - 81,058 - -

    災害復旧事業費支出 81,058 - - 81,058 - -

    その他の支出 - - - - - -

  臨時収入 - - - - - -

業務活動収支 △187,968 24,118 △112.8% △187,968 24,118 △112.8%

【投資活動収支】

  投資活動支出 186,934 465,425 149.0% 186,934 465,425 149.0%

    公共施設等整備費支出 18,424 341,110 1751.4% 18,424 341,110 1751.4%

    基金積立金支出 168,509 124,315 △26.2% 168,509 124,315 △26.2%

    投資及び出資金支出 - - - - - -

    貸付金支出 - - - - - -

    その他の支出 - - - - - -

  投資活動収入 338,008 403,410 19.3% 338,008 403,410 19.3%

    国県等補助金収入 - - - - - -

    基金取崩収入 337,969 403,410 19.4% 337,969 403,410 19.4%

    貸付金元金回収収入 - - - - - -

    資産売却収入 39 - - 39 - -

    その他の収入 - - - - - -

投資活動収支 151,074 △62,015 △141.0% 151,074 △62,015 △141.0%

【財務活動収支】

  財務活動支出 - - - - - -

    地方債等償還支出 - - - - - -

    その他の支出 - - - - - -

  財務活動収入 - - - - - -

    地方債等発行収入 - - - - - -

    その他の収入 - - - - - -

財務活動収支 - - - - - -

本年度資金収支額 △36,894 △37,898 2.7% △36,894 △37,898 2.7%

前年度末資金残高 109,108 72,214 △33.8% 109,108 72,214 △33.8%

比例連結割合変更に伴う差額 - - - - - -

本年度末資金残高 72,214 34,317 △52.5% 72,214 34,317 △52.5%

前年度末歳計外現金残高 2,535 582715.4% 2,535 582715.4%

本年度歳計外現金増減額 2,535 △2,216 △187.4% 2,535 △2,216 △187.4%

本年度末歳計外現金残高 2,535 319 △87.4% 2,535 319 △87.4%

本年度末現金預金残高 74,750 34,636 △53.7% 74,750 34,636 △53.7%

一般会計等
科目

連結会計
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3．令和 6 年度 各項目別 実数分析 

ここでは各項目別に、令和 5 年度(前年度)分との比較を行っていきます。 

 

（１）貸借対照表にかかる項目 

① 資産の構成割合（単位:千円、％） 

これまでどのような資産が構成されたのかを計るとともに、多摩ニュータウン環境組合に

おける資産形成の特徴が把握可能となります。 

多摩ニュータウン環境組合における資産の構成を見ると、事業用資産が 84.2%、物品 0.1%、

投資その他の資産 6.7%となっています。 

事業用資産とインフラ資産のバランスは、組合の性質等によって異なってきます。 

 

 
 

 
 
 
 
 

令和5年度 令和6年度

    有形固定資産 5,431,713 5,465,412 33,699

      事業用資産 5,420,810 5,457,077 36,267

      インフラ資産 0 0 0

      物品 10,903 8,335 △2,568

    無形固定資産 0 0

    投資その他の資産 663,104 433,548 △229,557

  流動資産 708,149 580,821 △127,328

資産合計 6,802,966 6,479,780 △323,186

令和5年度 令和6年度

    有形固定資産 79.8% 84.3% 4.5%

      事業用資産 79.7% 84.2% 4.5%

      インフラ資産 0.0% 0.0% 0.0%

      物品 0.2% 0.1% △0.0%

    無形固定資産 0.0% 0.0% 0.0%

    投資その他の資産 9.7% 6.7% △3.1%

  流動資産 10.4% 9.0% △1.4%

資産合計 100.0% 100.0% -

項目
（資産合計に対する構成比）

多摩ニュータウン環境組合
前年比

項目（金額：千円）
多摩ニュータウン環境組合

前年比
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② 有形固定資産の形成割合（単位:千円、％） 

 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。 

 

最も多くの投資を行った資産は、建物（事業用）の 52.9%、次いで土地（事業用）の 32.4％

となります。 

 

③ 資産老朽化比率（単位:千円、％） 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物等）の取得価額に対する減価償

却累計額の割合を計算することにより、法定耐用年数に対して償却資産の取得からどの程度

経過しているかを把握することができます。100％に近いほど耐用年数に近づき、古い施設

が多いことを表す指標となります。 

多摩ニュータウン環境組合においては、88.3％となっており、今後も計画的な資産更新が

必要になります。 

 

 

令和5年度 令和6年度

償却資産取得価額合計 31,331,771 31,672,881 341,110

減価償却累計額 27,672,389 27,979,800 307,411

資産老朽化比率（有形固定資産償却率） 88.3% 88.3% 0.0%

【参考】事業用資産 88.3% 88.4% 0.1%

【参考】建物（事業用） 68.2% 70.9% 2.7%

【参考】工作物（事業用） - - -

【参考】その他（事業用） - - -

【参考】インフラ資産 - - -

【参考】建物（インフラ） - - -

【参考】工作物（インフラ） - - -

【参考】その他（インフラ） - - -

【参考】物品 51.2% 62.7% 11.5%

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。

項目（金額：千円）
多摩ニュータウン環境組合

前年比
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④ 純資産比率（単位:千円、％） 

純資産は形成した資産に対して、税収や補助金でどの程度賄われたのかを計るもので、純

資産比率（資産合計に対する純資産合計の割合）で確認することができます。 

 

当指標につき、例として資産である車を 100 万円で購入した際の自己資金と借金（ロー

ン）の割合を用いて説明します。この場合、自己資金が 30 万円で借金が 70 万円だとする

と、この 70 万円は将来の自分が払っていくことになります。 

ここでいう自己資金は貸借対照表の純資産であり、借金は負債ということになります。 

多摩ニュータウン環境組合の場合だと、自己資金が 99.7 万円、借金が 0.3 万円というこ

とになるため、借金が少なく、健全な財政状況であると考えることができます。 

 

しかしながら、純資産比率が高くなると相対的に資産老朽化比率も高くなる傾向にあり、

今後借入等を行い資産の更新等を行っていく必要性が高まります。 

その意味でも、今後、世代間のバランスを見ながら資産の更新や形成をしていく必要があ

ります。 

 

 

 

※純資産比率のイメージ 

 

 

 

 

 

令和5年度 令和6年度

資産合計 6,802,966 6,479,780 △323,186

負債合計 18,066 17,649 △417

純資産合計 6,784,900 6,462,131 △322,769

純資産比率 99.7% 99.7% △0.0%

負債比率 0.3% 0.3% 0.0%

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。

項目（金額：千円）
多摩ニュータウン環境組合

前年比

将来世代の負担
0.3%

現世代の負担
99.7%

資産

負債

純資産
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（２）行政コスト計算書にかかる項目 

① 経常費用の構成割合（単位:千円、％） 

経常費用の構成割合をみます。この割合を他団体との比較をすることによって、多摩ニュ

ータウン環境組合がどのコストに重点的に充てられているのか、また、どのようなことに使

われているのかがわかります。 

多摩ニュータウン環境組合においては、業務費用が99.8％、移転費用が0.2％で構成され

ており、業務費用を細分化すると、人件費が11.1％、物件費等に88.5％、その他の業務費用

が0.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年度 令和6年度

  経常費用 1,811,144 1,907,303 96,159

    業務費用 1,808,465 1,902,943 94,478

      人件費 194,196 212,346 18,150

      物件費等 1,612,472 1,688,757 76,285

      その他の業務費用 1,797 1,840 43

    移転費用 2,679 4,360 1,681

令和5年度 令和6年度

  経常費用 100.0% 100.0% -

    業務費用 99.9% 99.8% △0.1%

      人件費 10.7% 11.1% 0.4%

      物件費等 89.0% 88.5% △0.5%

      その他の業務費用 0.1% 0.1% △0.0%

    移転費用 0.1% 0.2% 0.1%

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。

項目
（経常費用に対する構成比）

多摩ニュータウン環境組合
前年比

項目（金額：千円）
多摩ニュータウン環境組合

前年比
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② 減価償却費の状況（単位:千円、％） 

減価償却費の割合が高くなると、資産老朽化比率にも大きく起因するところであり、資産

老朽化比率が低いと減価償却費が行政コスト全体に占める割合も高くなります。 

また、未償却資産合計に対する減価償却費の割合をみると、8.3％となっています。 

 
 

③ 移転費用の状況（単位:千円、％） 

行政サービス提供の全てを一般会計等だけで行っているわけではありません。行政サービ

スの一端を担う団体への補助金や住民の民生（扶助）や他事業（他会計）の負担も行う必要

があり、このコストの割合が高くなる団体もあります。 

多摩ニュータウン環境組合の経常費用全体の構成は、補助金等が0.2％となっています。 

 

令和5年度 令和6年度

減価償却費 304,909 307,411 2,502

経常費用 1,811,144 1,907,303 96,159

対経常費用　減価償却費割合 16.8% 16.1% △0.7%

未償却資産合計 3,659,383 3,693,082 33,699

対未償却資産合計　減価償却費割合 8.3% 8.3% △0.0%

資産合計 6,802,966 6,479,780 △323,186

対資産合計　減価償却費割合 4.5% 4.7% 0.3%

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。

項目（金額：千円）
多摩ニュータウン環境組合

前年比

令和5年度 令和6年度

  経常費用 1,811,144 1,889,973 78,830

    移転費用 2,679 4,360 1,681

      補助金等 2,679 4,360 1,681

      社会保障給付 0 0 0

      他会計への繰出金 0 0 0

      その他 0 0

令和5年度 令和6年度

  経常費用 100.0% 100.0% -

    移転費用 0.1% 0.2% 0.1%

      補助金等 0.1% 0.2% 0.1%

      社会保障給付 0.0% 0.0% 0.0%

      他会計への繰出金 0.0% 0.0% 0.0%

      その他 0.0% 0.0% 0.0%

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合があります。

項目
（経常費用に対する構成比）

多摩ニュータウン環境組合
前年比

項目（金額：千円）
多摩ニュータウン環境組合

前年比
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※参考資料 

【地方公会計における資産】 

 

■資産の定義 

地方公会計制度における資産とは、「過去の事象の結果として、特定の会計主体が支配するもので

あって、将来の経済的便益が当該会計主体に流入すると期待される資源、または当該会計主体の目

的に直接もしくは間接的に資する潜在的なサービス提供能力を伴うものをいう。」としています。 

 

■固定資産の体系 

固定資産は有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産の３つに分類され、それぞれ固定資

産台帳の整備が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固
定
資
産 

有形固定資産 

事業用資産 

インフラ資産 

物 品 

無形固定資産 ソフトウェア 

その他 

投資及び出資金 

長期滞留債権 

投資損失引当金 

基金 

長期貸付金 

投資その他の資産 



 

 
 

【勘定科目の説明】 

 

数値根拠

1 固定資産 2・24・27の合計

2  有形固定資産 3・13・22・23の合計

3   事業用資産 4～12までの合計

4    土地 固定資産台帳より

5    立木竹 固定資産台帳より

6    建物 固定資産台帳より

7    建物減価償却累計額 固定資産台帳より

8    工作物 固定資産台帳より

9    工作物減価償却累計額 固定資産台帳より

10    その他 固定資産台帳より

11    その他減価償却累計額 固定資産台帳より

12    建設仮勘定 固定資産台帳より

13   インフラ資産 12～17までの合計

14    土地 固定資産台帳より

15    建物 固定資産台帳より

16    建物減価償却累計額 固定資産台帳より

17    工作物 固定資産台帳より

18    工作物減価償却累計額 固定資産台帳より

19    その他 固定資産台帳より

20    その他減価償却累計額 固定資産台帳より

21    建設仮勘定 固定資産台帳より

22   物品 固定資産台帳より

23   物品減価償却累計額 固定資産台帳より

24  無形固定資産 21・22の合計

25   ソフトウェア 固定資産台帳より

26   その他 固定資産台帳より

27  投資その他の資産 28・32～35・38・39の合計

28   投資及び出資金 29・30・31の合計

29    有価証券 投資及び出資金の明細より

30    出資金 投資及び出資金の明細より

31    その他 投資及び出資金の明細より

32   投資損失引当金 投資及び出資金の明細より

33   ⾧期延滞債権 収入未済額のうち滞納繰越分

34   ⾧期貸付金 貸付金の明細より

35   基金 36・37の合計

36    減債基金 基金の明細より

37    その他 基金の明細より

38   その他 上記以外の固定資産

39   徴収不能引当金 (不能欠損額/収入未済額)=不能欠損額の5ヶ年平均×当該年度収入未済額(滞納繰越分)

40 流動資産 41～44・47・48・49の合計

41  現金預金 CF期末残高

42  未収金 収入未済額のうち現年課税分

43  短期貸付金 貸付金の明細より

44  基金 37の合計

45   財政調整基金 基金の明細より

46   減債基金 基金の明細より

47  棚卸資産 土地(売却用)・生産物など

48  その他 上記以外の流動資産

49  徴収不能引当金 (不能欠損額/収入未済額)=不能欠損額の5ヶ年平均×当該年度収入未済額(現年課税分)

50 資産合計 1・40の合計

貸借対照表

【資産の部】

科目



 

 
 

 

 

1 固定負債 2～6の合計

2  地方債等 地方債の明細より

3  ⾧期未払金 債務負担行為で確定債務と見なされるもの及び流動負債に区別されるもの以外

4  退職手当引当金 期末時点における期末自己都合要支給額の総額

5  損失補償等引当金 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上

6  その他 上記以外の固定負債

7 流動負債 8～15の合計

8  １年内償還予定地方債等 地方債の明細より

9  未払金 基準日時点(翌年度)までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定しているもの

10  未払費用 継続的に受けている役務に関して、既に提供された役務に対していまだその対価を支払っていないもの

11  前受金 代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行っていないもの

12  前受収益 継続して役務の提供を行う場合、基準日時点において未だ提供していない役務に対し支払を受けたもの

13  賞与等引当金 当該年度の翌年度６月に支給された賞与支給総額のうち4/6を計上

14  預り金 基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債額

15  その他 上記以外の流動負債

16 負債合計 1・7の合計

1 固定資産等形成分 固定資産+短期貸付金＋基金(流動資産)の合計

2 余剰分（不足分） 資産-負債-固定資産等形成分の合計

3 他団体出資等分 全部連結した連結対象団体（会計）の当該地方公共団体以外の出資分の合計

4 純資産合計 1～3の合計

負債及び純資産合計 負債合計+純資産合計

【負債の部】

【純資産の部】



 

 
 

 
 

 

 

数値根拠

1 経常費用 2・17の合計

2  業務費用 3・8・13の合計

3   人件費 4～7の合計

4    職員給与費 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

5    賞与等引当金繰入額 BS賞与等引当金計上に対する繰入額

6    退職手当引当金繰入額 BS退職手当引当金に対する繰入額

7    その他（人件費） 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

8   物件費等 9～12の合計

9    物件費 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

10    維持補修費 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

11    減価償却費 固定資産台帳より

12    その他 上記以外の物件費

13   その他の業務費用 14～16の合計

14    支払利息 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

15    徴収不能引当金繰入額 BS徴収不能引当金に対する繰入額

16    その他 上記以外の業務費用

17  移転費用 18～21の合計

18   補助金等 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

19   社会保障給付 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

20   他会計への繰出金 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

21   その他（移転費用） 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

22 経常収益 23・24の合計

23  使用料及び手数料 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

24  その他（経常収益） 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

25 純経常行政コスト 1-22の合計

26 臨時損失 27～31の合計

27  災害復旧事業費 決算書支出済額のうち、災害復旧費に係るもの

28  資産除売却損 固定資産除却及び売却(損)の合計

29  投資損失引当金繰入額 BS投資損失引当金に対する繰入額

30  損失補償等引当金繰入額 BS損失補償等引当金に対する繰入額

31  その他（臨時損失） その他の臨時損失

32 臨時利益 33・34の合計

33  資産売却益 資産売却(益)の合計

34  その他 その他の臨時利益

35 純行政コスト 25＋26-32の合計

科目
行政コスト計算書



 

 
 

 

 

数値根拠

1 前年度末純資産残高 前年度末純資産残高

2 純行政コスト（△） △PL純行政コスト

3 財源 4・5の合計

4  税収等 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

5  国県等補助金 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

6 本年度差額 2+3の合計

7 固定資産等の変動（内部変動） 8～12の合計

8  有形固定資産等の増加 固定資産新規取得額など

9  有形固定資産等の減少 当期減価償却額など

10  貸付金・基金等の増加 基金積立金・投資及び出資金支出・貸付金支出など

11  貸付金・基金等の減少 基金取崩収入・貸付金元金回収収入など

12 資産評価差額 有価証券などの資産評価差額分

13 無償所管換等 無償による所管換などによる資産増加及び減少額

14 他団体出資等分の増加 全部連結した連結対象団体（会計）の当該地方公共団体以外の出資分の増加分

15 他団体出資等分の減少 全部連結した連結対象団体（会計）の当該地方公共団体以外の出資分の減少分

16 比例連結割合変更に伴う差額 連結割合変更による前年度純資産残高との差額

17 その他 上記以外の純資産変動額

18 本年度純資産変動額 6～17の合計

19 本年度末純資産残高 1+18の合計

科目
純資産変動計算書



 

 
 

 

数値根拠

1 業務支出 2・7の合計

2  業務費用支出 3～6の合計

3   人件費支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

4   物件費等支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

5   支払利息支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

6   その他（業務費用支出） 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

7  移転費用支出 8～11の合計

8   補助金等支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

9   社会保障給付支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

10   他会計への繰出支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

11   その他の支出（移転費用支出） 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

12 業務収入 13～16の合計

13  税収等収入 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

14  国県等補助金収入（業務収入） 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

15  使用料及び手数料収入 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

16  その他の収入（業務収入） 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

17 臨時支出 18・19の合計

18  災害復旧事業費支出 決算書支出済額のうち、災害復旧費に係るもの

19  その他の支出（臨時支出） 上記以外の臨時支出

20 臨時収入 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

21 業務活動収支 (12+20)-(1+17)の合計

22 投資活動支出 23～27の合計

23  公共施設等整備費支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

24  基金積立金支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

25  投資及び出資金支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

26  貸付金支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

27  その他の支出 その他の投資活動支出

28 投資活動収入 29～33の合計

29  国県等補助金収入 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

30  基金取崩収入 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

31  貸付金元金回収収入 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

32  資産売却収入 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

33  その他の収入 その他の投資活動収入

34 投資活動収支 28-22の合計

35 財務活動支出 36・37の合計

36  地方債等償還支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

37  その他の支出 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

38 財務活動収入 39・40の合計

39  地方債等発行収入 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

40  その他の収入 公会計マニュアル「別表６資金仕訳変換表」による合計

41 財務活動収支 38-35の合計

42 本年度資金収支額 21・34・41の合計

43 前年度末資金残高 前年度CF本年度末資金残高

44 比例連結割合変更に伴う差額 連結割合変更による前年度末資金残高との差額

45 本年度末資金残高 42～44の合計

46 前年度末歳計外現金残高 前年度CF本年度末歳計外現金残高

47 本年度歳計外現金増減額 本年度の歳計外現金の増減額

48 比例連結割合変更に伴う差額 連結割合変更による前年度末歳計外現金残高との差額

49 本年度末歳計外現金残高 46～48の合計

50 本年度末現金預金残高 45+49の合計

資金収支計算書
科目

【業務活動収支】

【投資活動収支】

【財務活動収支】





【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 5,898,959,175   固定負債 0

    有形固定資産 5,465,411,666     地方債 0

      事業用資産 5,457,076,519     長期未払金 0

        土地 1,772,329,799     退職手当引当金 0

        立木竹 0     損失補償等引当金 0

        建物 9,941,465,658     その他 0

        建物減価償却累計額 -7,049,039,627   流動負債 17,649,003

        工作物 21,709,085,830     １年内償還予定地方債 0

        工作物減価償却累計額 -20,916,765,141     未払金 0

        船舶 0     未払費用 0

        船舶減価償却累計額 0     前受金 0

        浮標等 0     前受収益 0

        浮標等減価償却累計額 0     賞与等引当金 17,329,618

        航空機 0     預り金 319,385

        航空機減価償却累計額 0     その他 0

        その他 0 負債合計 17,649,003

        その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

        建設仮勘定 0   固定資産等形成分 6,445,143,958

      インフラ資産 0   余剰分（不足分） 16,987,263

        土地 0

        建物 0

        建物減価償却累計額 0

        工作物 0

        工作物減価償却累計額 0

        その他 0

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 0

      物品 22,330,000

      物品減価償却累計額 -13,994,853

    無形固定資産 0

      ソフトウェア 0

      その他 0

    投資その他の資産 433,547,509

      投資及び出資金 0

        有価証券 0

        出資金 0

        その他 0

      投資損失引当金 0

      長期延滞債権 0

      長期貸付金 0

      基金 433,547,509

        減債基金 0

        その他 433,547,509

      その他 0

      徴収不能引当金 0

  流動資産 580,821,049

    現金預金 34,636,266

    未収金 0

    短期貸付金 0

    基金 546,184,783

      財政調整基金 546,184,783

      減債基金 0

    棚卸資産 0

    その他 0

    徴収不能引当金 0 純資産合計 6,462,131,221

資産合計 6,479,780,224 負債及び純資産合計 6,479,780,224

貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 1,907,302,832

    業務費用 1,902,942,946

      人件費 212,345,969

        職員給与費 188,767,823

        賞与等引当金繰入額 17,329,618

        退職手当引当金繰入額 0

        その他 6,248,528

      物件費等 1,688,756,758

        物件費 1,088,934,270

        維持補修費 292,411,405

        減価償却費 307,411,083

        その他 0

      その他の業務費用 1,840,219

        支払利息 0

        徴収不能引当金繰入額 0

        その他 1,840,219

    移転費用 4,359,886

      補助金等 4,359,886

      社会保障給付 0

      他会計への繰出金 0

      その他 0

  経常収益 214,286,151

    使用料及び手数料 120,560

    その他 214,165,591

純経常行政コスト 1,693,016,681

  臨時損失 0

    災害復旧事業費 0

    資産除売却損 0

    投資損失引当金繰入額 0

    損失補償等引当金繰入額 0

    その他 0

純行政コスト 1,693,016,681

    その他 0

  臨時利益 0

    資産売却益 0



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 6,784,900,095 6,728,216,357 56,683,738

  純行政コスト（△） -1,693,016,681 -1,693,016,681

  財源 1,390,595,000 1,390,595,000

    税収等 1,390,595,000 1,390,595,000

    国県等補助金 0 0

  本年度差額 -302,421,681 -302,421,681

  固定資産等の変動（内部変動） -262,725,206 262,725,206

    有形固定資産等の増加 341,110,000 -341,110,000

    有形固定資産等の減少 -307,411,083 307,411,083

    貸付金・基金等の増加 124,314,995 -124,314,995

    貸付金・基金等の減少 -420,739,118 420,739,118

  資産評価差額 0 0

  無償所管換等 0 0

  その他 -20,347,193 -20,347,193 0

  本年度純資産変動額 -322,768,874 -283,072,399 -39,696,475

本年度末純資産残高 6,462,131,221 6,445,143,958 16,987,263

純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

比例連結割合変更に伴う差額

資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 1,580,763,209

    業務費用支出 1,576,403,323

      人件費支出 193,217,429

      物件費等支出 1,381,345,675

      支払利息支出 0

      その他の支出 1,840,219

    移転費用支出 4,359,886

      補助金等支出 4,359,886

      社会保障給付支出 0

      他会計への繰出支出 0

      その他の支出 0

  業務収入 1,604,881,151

    税収等収入 1,390,595,000

    国県等補助金収入 0

    使用料及び手数料収入 120,560

    その他の収入 214,165,591

  臨時支出 0

    災害復旧事業費支出 0

    その他の支出 0

  臨時収入 0

業務活動収支 24,117,942

【投資活動収支】

  投資活動支出 465,424,995

    公共施設等整備費支出 341,110,000

    基金積立金支出 124,314,995

    投資及び出資金支出 0

    貸付金支出 0

    その他の支出 0

  投資活動収入 403,409,500

    国県等補助金収入 0

    基金取崩収入 403,409,500

    貸付金元金回収収入 0

    資産売却収入 0

    その他の収入 0

投資活動収支 -62,015,495

【財務活動収支】

  財務活動支出 0

    地方債償還支出 0

    その他の支出 0

  財務活動収入 0

    地方債発行収入 0

    その他の収入 0

財務活動収支 0

本年度資金収支額 -37,897,553

前年度末資金残高 72,214,434

本年度末資金残高 34,316,881

前年度末歳計外現金残高 2,535,247

本年度歳計外現金増減額 -2,215,862

本年度末歳計外現金残高 319,385

本年度末現金預金残高 34,636,266

0



【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 5,986,114,332   固定負債 87,155,157

    有形固定資産 5,465,411,666     地方債 0

      事業用資産 5,457,076,519     長期未払金 0

        土地 1,772,329,799     退職手当引当金 87,155,157

        立木竹 0     損失補償等引当金 0

        建物 9,941,465,658     その他 0

        建物減価償却累計額 -7,049,039,627   流動負債 17,649,003

        工作物 21,709,085,830     １年内償還予定地方債 0

        工作物減価償却累計額 -20,916,765,141     未払金 0

        船舶 0     未払費用 0

        船舶減価償却累計額 0     前受金 0

        浮標等 0     前受収益 0

        浮標等減価償却累計額 0     賞与等引当金 17,329,618

        航空機 0     預り金 319,385

        航空機減価償却累計額 0     その他 0

        その他 0 負債合計 104,804,160

        その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

        建設仮勘定 0   固定資産等形成分 6,532,299,115

      インフラ資産 0   余剰分（不足分） -70,167,894

        土地 0

        建物 0

        建物減価償却累計額 0

        工作物 0

        工作物減価償却累計額 0

        その他 0

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 0

      物品 22,330,000

      物品減価償却累計額 -13,994,853

    無形固定資産 0

      ソフトウェア 0

      その他 0

    投資その他の資産 520,702,666

      投資及び出資金 0

        有価証券 0

        出資金 0

        その他 0

      投資損失引当金 0

      長期延滞債権 0

      長期貸付金 0

      基金 520,702,666

        減債基金 0

        その他 520,702,666

      その他 0

      徴収不能引当金 0

  流動資産 580,821,049

    現金預金 34,636,266

    未収金 0

    短期貸付金 0

    基金 546,184,783

      財政調整基金 546,184,783

      減債基金 0

    棚卸資産 0

    その他 0

    徴収不能引当金 0 純資産合計 6,462,131,221

資産合計 6,566,935,381 負債及び純資産合計 6,566,935,381

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

  経常費用 1,907,302,832

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

    業務費用 1,902,942,946

      人件費 212,345,969

        職員給与費 148,205,006

        賞与等引当金繰入額 17,329,618

        退職手当引当金繰入額 40,562,817

        その他 6,248,528

      物件費等 1,688,756,758

        物件費 1,088,934,270

        維持補修費 292,411,405

        減価償却費 307,411,083

        その他 0

      その他の業務費用 1,840,219

        支払利息 0

        徴収不能引当金繰入額 0

        その他 1,840,219

    移転費用 4,359,886

      補助金等 4,359,886

      社会保障給付 0

      他会計への繰出金 0

      その他 0

  経常収益 214,286,151

    使用料及び手数料 120,560

    その他 214,165,591

純経常行政コスト 1,693,016,681

  臨時損失 0

    災害復旧事業費 0

    資産除売却損 0

    投資損失引当金繰入額 0

    損失補償等引当金繰入額 0

    その他 0

純行政コスト 1,693,016,681

  臨時利益 0

    資産売却益 0

    その他 0



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 6,784,900,095 6,774,808,697 10,091,398

  純行政コスト（△） -1,693,016,681 -1,693,016,681

  財源 1,390,595,000 1,390,595,000

    税収等 1,390,595,000 1,390,595,000

    国県等補助金 0 0

  本年度差額 -302,421,681 -302,421,681

  固定資産等の変動（内部変動） -222,162,389 222,162,389

    有形固定資産等の増加 341,110,000 -341,110,000

    有形固定資産等の減少 -307,411,083 307,411,083

    貸付金・基金等の増加 164,877,812 -164,877,812

    貸付金・基金等の減少 -420,739,118 420,739,118

  資産評価差額 0 0

  無償所管換等 0 0

  比例連結割合に伴う差額 0 0

  その他 -20,347,193 -20,347,193 0

  本年度純資産変動額 -322,768,874 -242,509,582 -80,259,292

本年度末純資産残高 6,462,131,221 6,532,299,115 -70,167,894

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

比例連結割合変更に伴う差額

  業務支出 1,580,763,209

    業務費用支出 1,576,403,323

      人件費支出 193,217,429

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

    移転費用支出 4,359,886

      補助金等支出 4,359,886

      社会保障給付支出 0

      物件費等支出 1,381,345,675

      支払利息支出 0

      その他の支出 1,840,219

    税収等収入 1,390,595,000

    国県等補助金収入 0

    使用料及び手数料収入 120,560

      他会計への繰出支出 0

      その他の支出 0

  業務収入 1,604,881,151

    その他の支出 0

  臨時収入 0

業務活動収支 24,117,942

    その他の収入 214,165,591

  臨時支出 0

    災害復旧事業費支出 0

    基金積立金支出 124,314,995

    投資及び出資金支出 0

    貸付金支出 0

【投資活動収支】

  投資活動支出 465,424,995

    公共施設等整備費支出 341,110,000

    基金取崩収入 403,409,500

    貸付金元金回収収入 0

    資産売却収入 0

    その他の支出 0

  投資活動収入 403,409,500

    国県等補助金収入 0

  財務活動支出 0

    地方債償還支出 0

    その他の支出 0

    その他の収入 0

投資活動収支 -62,015,495

【財務活動収支】

財務活動収支 0

本年度資金収支額 -37,897,553

前年度末資金残高 72,214,434

  財務活動収入 0

    地方債発行収入 0

    その他の収入 0

本年度末歳計外現金残高 319,385

本年度末現金預金残高 34,636,266

0

本年度末資金残高 34,316,881

前年度末歳計外現金残高 2,535,247

本年度歳計外現金増減額 -2,215,862



注記 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

原則として昭和60年度以後取得分については「取得原価」により評価を行い、昭和

59年度以前取得分については「再調達原価」にて評価計上しています。ただし、開

始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの            取得原価 

取得原価が不明なもの               再調達原価 

 

また、物品は、平成27年1月に総務省が公表した「統一的な基準による地方公会計

マニュアル」に基づき、取得価額が50万円以上の場合に計上しています。 

 

（２）有形固定資産等の減価償却の方法 

原則「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に従

い、定額法により算定しています。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

建物   31年～38年 

工作物  6年～40年 

物品    2年～7年 

 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

ア．賞与等引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額等のうち、財務書類作成

基準日において発生していると認められる金額を計上しています。 

イ．退職手当引当金 

職員に対する退職手当の支給に備えるため、財務諸表作成基準日において在職する

職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法第235条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

歳計外現金は、資金収支計算書の資金の範囲には含めません。 

ただし、本表の欄外注記として、前年度末歳計外現金残高、本年度歳計外現金増減

額、本年度末歳計外現金残高及び本年度末現金預金残高を表示しています。 

資金収支計算書の収支尻（本年度末資金残高）に本年度末歳計外現金残高を加えた

もの（本年度末現金預金残高）は、貸借対照表の資産の部の現金預金勘定と連動し

ます。 



 

（５）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

ア．資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 50万円未満であるときに修繕

費として処理しています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計方針の変更                該当事項ありません。 

（２）表示方法の変更                該当事項ありません。 

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更    該当事項ありません。 

 

３．重要な後発事象          該当事項ありません。 

 

４．偶発債務                                  該当事項ありません。 

 

５．追加情報 

（１）対象範囲(対象とする会計名) 

一般会計等、連結会計 

 

（２）一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

   一般会計等と普通会計の対象範囲に差異はありません。 

 

（３）地方自治法第 235 条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度

に係る出納整理期間（令和 7 年 4 月 1 日～5 月 31 日）における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（４）各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場

合があります。 

 

（５）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資

源の蓄積を言い、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を

計上しています。また、余剰分（不足分）とは、費消可能な資源の蓄積（原則として金

銭）を言い、流動資産（短期貸付金及び基金を除く）から負債を控除した額を計上して

います。 

 



（６）基礎的財政収支 

 業務活動収支（支払利息支出を除く。）      24,118 千円 

 投資活動収支        62,300 千円 

基礎的財政収支        86,417 千円 

 

（７）既存の決算情報との関連性 

ア．地方自治法第 233 条の規定に基づく決算情報との関連性 

ストック情報（資産・負債）や現金支出を伴わないコストを発生主義で認識してい

ます。 

 

（８）資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

 

資金収支計算書の業務活動収支         24,118 千円 

減価償却費                △307,411 千円 

退職手当引当金繰入額            △15,531 千円 

賞与引当金繰入額              △1,799 千円 

資産売却収入                    0 千円 

純資産変動計算書の本年度差額       △300,623 千円 

 

 

（９）過年度修正等に関する事項       該当事項ありません。 

 

（１０）貸借対照表に係る事項 

売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

 

①範囲 

翌年度予算で財産収入として措置されている公共資産や行政目的で保有していた資

産のうち、売却予定の資産を売却可能資産としています。 

 

②内訳 

売却可能資産はありません。 

 

（１１）一時借入金の状況 

一時借入金の借り入れはありません。 





■連結会計　附属明細書 【様式第５号】

①有形固定資産の明細 （単位：円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

33,081,771,287 341,110,000 0 33,422,881,287 27,965,804,768 304,843,111 5,457,076,519

1,772,329,799 0 1,772,329,799 0 0 1,772,329,799

0 0

9,941,465,658 0 9,941,465,658 7,049,039,627 264,113,846 2,892,426,031

21,367,975,830 341,110,000 21,709,085,830 20,916,765,141 40,729,265 792,320,689

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0

22,330,000 0 22,330,000 13,994,853 2,567,972 8,335,147

33,104,101,287 341,110,000 0 33,445,211,287 27,979,799,621 307,411,083 5,465,411,666

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

0 0 0 5,457,076,519 0 0 0 5,457,076,519

0 0 0 1,772,329,799 0 0 0 1,772,329,799

0

0 0 0 2,892,426,031 0 0 0 2,892,426,031

0 0 0 792,320,689 0 0 0 792,320,689

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 8,335,147 0 0 0 8,335,147

0 0 0 5,465,411,666 0 0 0 5,465,411,666

　  土地

１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

区分

 事業用資産

　　工作物

　　立木竹

　　建物

　　工作物

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　船舶

　　浮標等

　　その他

　　建設仮勘定

 物品

合計

区分

　　工作物

合計

 事業用資産

　　土地

　　立木竹

　　建物

消防 総務教育 福祉 環境衛生 産業振興生活インフラ・国土保全

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定

合計

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

 物品

 インフラ資産


